2010年11月27日　第１４回　パーソナルアシスタンス☆フォーラム
〜新法で24時間介護を実現するために〜

ＤＰＩ日本会議・事務局長　尾上 浩二
１．自己紹介－障害者運動30数年の原点

· 小学校を養護学校、施設で過ごす

· 「設備を求めない、人の手を借りない」と念書を書いて入った地域の中学校

· 障害者としての生き方に悩んだ高校

· 大学入学時に知り合った自立生活をしていた障害者の一言。
「そよ風のように街に出よう運動」（外出運動）や地下鉄エレベーター設置運動等に参加。
　以来、ずっと障害者運動を続け現在に至る

※障害者が街に出ること自体「事件」になる時代。

· 1978年　翌年の養護学校義務化をめぐって旧・文部省や教育委員会交渉、集会等が盛り上がる

２．障害者運動30年の歴史と重ね合わせながら～私自身の運動の関わり中心に

· 1980年～大阪青い芝の会が行っていた「障害者生活要求一斉調査活動」に参加
※養護学校卒業後、一歩も外に出ることなく家の中だけで過ごす在宅障害者の状況、介護に当たる家族の高齢化により風呂やトイレが難しくなる状況が浮き彫りに

→社会参加の場として、障害当事者が運営する作業所づくりと、介護制度の要求
· 1980年「誰もが乗れる地下鉄をつくる会」の運動の成果として、大阪市地下鉄に初めての開放型エレベーター設置（喜蓮瓜破駅）

· 1982年　日米障害者自立セミナー～改正リハビリテーション法（504条項や自立生活等）とリフト付きバスの情報に接する

· 1984年　大阪市内で当事者が運営する作業所設立に参加
· 1986年　ＤＰＩ日本会議発足

　日本で初めての本格的な自立生活センターであるヒューマンケア協会発足

　施設費用徴収問題が起こり大阪府・大阪市行動

　３年越しの運動の末、大阪市全身性障害者介護人派遣事業制度創設（東京に続く２例目）→【資料1】
· 1988年　ＲＩ国際会議（新宿）と平行して開催された交通アクセスデモ→以降、ＤＰＩ日本会議呼びかけによる交通アクセス全国行動として継続（最大時・全国30カ所、3000人が参加）
· 1989年　大阪市ケア付き住宅研究会－故・定藤先生や北野先生の協力と大阪市単費のグループホーム制度創設

· 1990年　社会福祉関連８法改正（ようやくホームヘルプが法定事業に）

· 1992年　大阪府福祉のまちづくり条例制定～鉄道駅のエレベーター設置義務づけ等を獲得。知的障害者の仲間から、知的障害者にとってのバリアフリーとは？との提起

→大阪府・大阪市独自の知的障害者ガイドヘルパー制度創設につながる

· 1993年　障害者基本法成立。大阪市の障害者計画等の策定に参画

· 1995年　障害者政策研究全国集会始まる。毎年12月の恒例イベントに。
· 1996年　障害者プランと市町村障害者生活支援事業創設
· 1997年　大阪・大和川病院事件が発覚。大阪精神医療人権センター主催の交渉・集会等に参加
· 1998年　「自立生活センター・ナビ」設立。大阪市から市町村生活支援事業受託
· 2000年　社会福祉法成立、身体・知的障害者福祉法改正（2003年支援費制度導入）

· 2001年　大阪市に長時間介護モデル事業を求め、その後、ヘルプ制度の事業委託
· 2002年　ＤＰＩ第６回世界会議・札幌大会開催　札幌大会に向けたプレイベントを全国各地で開催。政策研実行委員会作業チームによる「当事者がつくる差別禁止法・要綱案」発表

　国連で障害者権利条約・特別委員会（2006年８月まで８回開催）
· 2003年　支援費・ホームヘルプ上限問題ぼっ発～二週間に及ぶ座り込み抗議行動へ。「障害者（児）の地域生活支援の在り方に関する検討会」発足
· 2004年　　尾上はDPI日本会議事務局長に就任し東京に移住

　「介護保険統合問題」が急浮上。「介護保険統合も一般財源化も反対」の全国大行動（1200名が参加）。秋には「障害保健福祉施策の改革のグランドデザイン」発表。以降、障害者部会開催の度に抗議行動→「私たち抜きに私たちのことを決めるな！」が合い言葉に

　ＪＤＦ（日本障害フォーラム）正式発足
· 2005年　「障害者自立支援法」国会上程～全国各地で地域集会。連日、国会前行動の呼びかけ。７月５日には「このままの自立支援法では自立できません！」との１万１千人国会請願デモ。以降、2006年10月31日の１万５千人をはじめ、毎年１万人規模の大フォーラムが恒例に

· 2006年　「自立支援法」施行、国連・障害者権利条約　採択

· 2008年　「自立支援法」訴訟開始

· 2009年　『障害者総合福祉サービス法の展望』発刊

　政権交代－「自立支援法」廃止と新法制定を厚生労働大臣　明言

　障がい者制度改革推進本部、推進会議発足
· 2010年　「自立支援法」訴訟・基本合意と和解

　推進会議で半年の議論を経て「第１次意見書」がまとまる

３．この30年間の変化～いつくかのトピックス
· 1970年代－「地域で学ぶ」「電車、バスに乗る、映画・レストランに行く」「地域で暮らす」が異端視される状況→街で出くわす障害者のほとんどは知人だった

（街頭で知らない障害者と出くわすようになったのは1980年代後半）

· 1980年代－作業所・生きる場といった地域活動の場の広がりと電動車いすの普及

· 1990年代

－「誰もが使える交通・まちづくり」を行政も言い始めた（1970年代は障害者運動のスローガン

－ＡＤＬ自立から「支援を得ながらの自立論」が社会的認知を得るようになってきた

・支援費制度は当事者の自己決定、自己選択の尊重が掲げられて導入

※1990年代後半からの社会福祉基礎構造改革の官僚と障害当事者、関係者の「同床異夢」
４．40年来の障害者運動の経験と知見を制度に！21世紀に入っての混迷への終止符を！
· 「混迷と激動の10年」と総括できる、21世紀最初の10年の日本の障害者政策→【資料2】
　2000年　社会福祉法等８法改正

　2003年　支援費制度導入－ホームヘルプ上限、相談支援事業の一般財源化問題
　2006年　「自立支援法」施行

　同年12月・特別対策

　2007年　緊急対策。以降、毎年のような手直しに次ぐ手直し

　2009年　「自立支援法」廃止－新法制定明言

　2010年　「自立支援法一部改正」案　急浮上

· 遅々とした歩み、揺り戻しに焦れったさは感じつつも、社会の底流に流れている歴史的な流れ（トレンド）をしっかりと掴んでおくことが重要

　－「保護・更生」から「自立・権利」へ

　－施設・病院から地域自立生活へ

· 「誰もが使える交通まちづくり」「支援を得ながらの自己決定」等、行政が後の時代に使いはじめるフレーズが、かつては障害者運動から使われはじめたことの意味。

－当事者性、新しい課題への挑戦、実践は現場から

－直感的・大づかみであっても問題の全体像の把握の重要性

－全身性障害者介護人派遣事業、知的障害者ガイドヘルプ制度は、地域生活を希求する当事者達の実践をもとにつくられた

→そのことを前提に、制度・政策として貫徹していくためのシンクタンク的機能をどうつくっていくかが大きな課題。また、それを世論と行動にしていける運動・組織

· 障害者制度改革のは向こう３年間が大きな山場に（第一次意見書）→【資料３】
　2011年　障害者基本法の抜本改正

　2012年　障害者総合福祉法（仮称）制定

　2013年　障害者差別禁止法（仮称）制定

※５年、10年に一度のような法律が毎年、検討・上程されることになる
· 2010年4月から開催されている総合福祉部会は４～6月の当面の課題のまとめの後、７～9月論点表に基づく議論を経て、現在、第1期作業チームの議論をしているところ。1月に第1期のまとめ報告を行い、2011年2月～4月に第2期作業チームで議論を行う→【資料４、５、６】
· 障害者権利条約第19条に言う、「パーソナル・アシスタンス」については、現在、訪問系作業チーム（座長＝尾上、副座長＝岡部耕典氏）で検討中→【資料７】
· 24時間介護に関連しては、このチームのまとめに加えて、第2期の「地域資源整備」等のところで国庫負担基準等の問題や財政確保・調整の問題が議論されると思われる。
【資料１】　大阪市全身性障害者介護人派遣事業発足の経過（1992年執筆）

　
大阪市全身性障害者介護人派遣事業は，１９８６年に発足した。（大阪市単費の制度）

　大阪市が，この制度の検討を行うに当たって，大阪青い芝の会との交渉によるところが大きかった。

　大阪青い芝の会は，８０年より「生活一斉要求調査活動」（生調）を展開していった。この生調活動は１００項目に及ぶアンケート調査で，生活や労働，教育，医療など各分野に沿って，在宅障害者・施設障害者の実体を把握しようとするものだった。

　大阪府下で２００件近くの調査を行ったが，その調査を通じて深刻な実体があらためて明らかになった。特に，生活－介護に関する部分は，予想以上の状況だった。

月１回程度のボランティアによる外出以外はテレビの前で過ごす毎日，親の高齢化により月１回程度しか入浴できない状況……。

　調査結果の集約と平行して，「入浴問題を考える学習・検討会」等も何度か行う中で，あらためてホームヘルパーの問題も浮き彫りになってきた。ホームヘルパーは，当時，家事援助だけで入浴やトイレ介護などに対応できない，あるいは女性ヘルパーしかいないので同性介助を得られない。さらには，入浴やトイレ等は信頼できる介護者に頼みたい等々。

　もちろん，こういった議論がスムーズにまとまった訳ではない。障害者と介護者の「緊張関係」を作ることと，行政による介護保障との関係等も含めて様々な意見が出された。しかし，先述の調査活動と在宅障害者も交えた学習・討論会によって介護保障制度の意義，必要性が整理できたといえよう。また，さらに，その頃神奈川で進められていたケア付き住宅建設運動や東京の脳性マヒ者介護派遣事業など自治体の運動や制度を知ることも役に立った。

　ともあれ，そうした経過を経て，８４年度から障害者の地域自立を考える介護制度を求めていくことになる。その際，制度の在り方として，ホームヘルパーの問題点を解決することが出発点だった。その当時議論となったのは以下のような点である。

１ホームヘルパーは家事援助しかできない。トイレや入浴等の身辺介護ができる制度を（身辺介護保障）

２もし，身辺介護が出来るとしても，今のホームヘルパーは女性だけで同性介助が保障されない。

３ホームヘルパー制度はどのような介護者が来るかわからないし，時には「生活指導」的なことまで言われたりする。自分で介護者を選ぶことができるような制度を（介護者を選ぶ権利保障）

　８５年の２月には，長時間に及ぶ交渉の末，８５年度中に新たに介護保障制度を発足させることを確約させた。以降，東京の脳性マヒ者介護人派遣事業等の要綱を取り寄せ具体的な検討を行い，８６年の２月に大阪市全身性障害者介護人派遣事業の発足を見たわけである。

　初年度は，時給６５０円×１２時間と月に７８００円で，「交通費にもならない」と笑い話に言っていた。それから，６年，現在は時給１２９０円×１２６時間と月１６万円余りにまで延びてきた。９０年度からは制度発足以来の問題であった所得制限が世帯非課税から本人非課税に，さらに９１年度よりは時間制限はありながらも施設障害者にも適用されるようになった。

　これらの改善は，一重に地域で自立している障害者が自らの生活をかけて介護保障の重要性を訴え続け，かつ，具体的なデータを提示した説得力ある交渉を行ってきたからに他ならない。

　以上が，大阪市全身性障害者介護人派遣事業発足にいたる経過である。発足当時は，大阪市のホームヘルパー制度は家事援助しかなかったこと，さらに身障者向けホームヘルパーが市全体でわずか４２人と極端に少なかったこと等が幸い（？）して，全身性障害者介護人派遣事業発足とそれ以後の制度改善の有効な根拠となった。

　当時と比べると，この６年の間にもホームヘルパー制度にも変化の兆しが見られる。今年度から大阪市のホームヘルパーは社協委託されるとともに，１０年後には２６００人まで増やすという。さらに，身辺介護や朝夕派遣，男性ヘルパー等も検討していくとの確約を得ている。

　だが，たとえホームヘルパーが多少改善されようとも，やはり障害者が自分で選んだ介護者を雇うことの重要性には変わらない。「高齢者福祉のおこぼれを障害者に」といった状況がかいま見える中，障害者側からの介護保障を求める声の高まりが求められよう。ホームヘルパーか介護手当かといった二者択一の議論を越えて，障害者の地域での自立生活といった点から，それぞれに対する問題提起こそが重要になっていると言えるだろう。

【資料２】全ての支援は地域生活実現のために（2005年執筆）

■障害者施策の転換をめぐる二つの自立観

　今、障害者施策が大きな曲がり角に立っている。２月10日に国会に上程された「障害者自立支援法」に対して、「私たち抜きに私たちのことを決めないで」「地域生活の後退は認められない」といったスローガンを掲げて2000人の障害者、支援者が厚生労働省や国会周辺に集まった。

　「自立支援法」は、その名称とは逆に障害者の自立を後退・阻害させる問題があるというのが、その批判である。国会議員の中からも、「これでは自立阻害法だ」と指摘する声も上がり始めてきた。

　「自立支援法」か、「自立阻害法」か。－相異なる評価の底流には、二つの異なる自立論のせめぎあいがあると言っていい。

　1970年代から、障害当事者は、「どんなに重度の障害があっても、施設や病院ではなく、地域の中で暮らす」という「地域での自立」を求めた自立生活運動を進めてきた。その後、1981年に国際障害者年をきっかけにして、障害のある者とない者が等しく地域で生きることを目指したノーマライゼーションの考え方が広く普及してきた。そして、1990年代に入って、障害者基本法（1993年）、ハートビル法（1994年）障害者プラン（1995年）、交通バリアフリー法（2000年）等の法改正もつくられてきた。平行して、各地で自立生活センターの設立や介護制度の拡充、地域生活の場としてのグループホームの広がり等が見られてきた。そうした一連の流れの上に、「ノーマライゼーション理念に基づき、障害者の自己決定を尊重」を趣旨として、支援費制度が2003年度から導入された。

　こうした「自己決定」を核にした自立論に対して、旧来言われてきたもう一つの自立論は、ＡＤＬ（日常生活動作）自立、職業自立である。「着替えや食事など身の回りのことを自分でできるようになる」こと、あるいは、「手に職を得て、経済の糧を得ること」（のみ）を自立とする考え方だ。そのために、様々な治療や訓練が行われてきた。しかし、こうした自立論は、障害を克服・治療するものとして否定的に捉えるとともに、結局のところ重度障害者の隔離につながり地域生活を困難にする結果をもたらしてきた。

　そうした旧来の自立論を批判してきたのが、障害者の自立生活運動であり、障害をそうした個人レベルの問題ではなく、社会との関係で捉えようとするノーマライゼーションの考え方でもあった。

　「自立支援法」の問題点の背景に、こうした自立論の違いがあることを押えておく必要がある。

■当事者発・地域発でつくってきた地域生活支援

　以上のように、あえて対比的に二つの自立論を述べてきたのは、実は現行の障害者施策の到達段階の評価と密接につながるからである。さらに言えば、「障害者福祉をリセットする」と言った時に、何をどうリセットするのかということになる。

　地域での自立生活を目指す取り組みは、1970年代から進められてきた。だが、当時、制度面でも社会意識面でも、重度障害者は家族が面倒を見るか、それが不可能になった場合は、入所施設（『親なき後の施設』）ということを当然視する状況だった。

　そうした中でも、施設や病院を出て、アパートを借りボランティア等による介護体制を組んで地域で暮らす営みが続けられてきた。

　1981年の国際障害者年をきっかけにして、ノーマライゼーションの理念が紹介されてきた。そうしたことを背景に、1980年代後半、さらには1990年代になってから、いくつかの自治体で全身性障害者介護人派遣事業や知的障害者ガイドヘルプ事業等が制度化されてきた。また、ピアカウンセリング等の当事者同士による支援を展開してきた自立生活センターも広がってきた。あるいは、共同作業所も1980年代以降急増の一途を辿ってきた。そして、地域生活の場としてのグループホームも各地で取り組まれてきた。

　いずれも、当事者・支援者の粘り強い取り組みにより、地域（地方自治体）をベースにつくられてきた。1990年代に社会福祉関連８法改正や障害者基本法、障害者プラン等の動きができまるでは、国レベルでの地域生活を支える制度や仕組みとして目立ったものはなかった。その隙間を縫うような形で、障害者の地域生活を支える活動、仕組みは当事者発・地域発でつくられてきたと言っていい。また、私自身、大阪市の知的障害者ガイドヘルプ事業を全国に先駆けてつくる運動に多少とも関与した立場からすると、当事者の必要に基づいてつくられてきたサービスこそが、使い勝手もよく、高く評価されてきた。

　支援費制度によって、このガイドヘルプが移動介護という形で組み込まれ、全国的に広がった。財政的なことから支援費制度の否定的な面だけが語られがちだが、当事者発・地域発で取り組まれてきた地域生活支援を、国レベルの制度として採用しようとした側面は忘れられてはならない。

■地域生活を基軸にした制度設計とサービス再編を

　障害者福祉の「リセット」で求められるのは、当事者発・地域発で積み重ねられてきた地域での自立生活を目指した支援・サービスを主流化することではないか。さらに、言えば、障害者に関する全ての支援は地域生活実現という目標のもとに再編成されるべきだ。

　日本でノーマライゼーションの理念が広く紹介されて20年以上が経つ。理念の段階から、具体的に実施していく段階に入っている。そうした中、一時的な混迷が生じるかもしれない。しかし、時代の流れは、「保護・更生」から「自立・権利」への枠組み転換にあることは間違いない。そして、施設から地域生活へという流れも、当然のニードに根ざしたものであり、決して逆転できるものではない。

　さらに、目を世界に転じると、現在、障害者権利条約策定の議論が進められている。例えば、その草案には、「地域社会における自立した生活及びインクルージョン」という項目がある。「地域社会での自立生活」を基軸においた制度設計こそが求められる。そのポイントになる点をキーワード的に提示しておきたい。

・障害者自身の自己決定の実現、社会参加の推進を基本目標に（どんなに重度の障害があっても地域で自立生活が可能になるように）

・一人ひとりの必要性、支援に着目した制度設計～その重要課題として諸外国で実現しているパーソナル・アシスタンス・サービスの実現

・障害当事者発の活動や、アイデア、サービスを積極的に取り入れ、制度・政策化していく仕組み（ユニバーサルデザインに基づく仕組みを標榜するならば不可欠）

・地域生活の社会資源の底上げを（支援費でやっと見え始めた「施設から地域」の流れが停止、逆流することのないように）

・ハコモノではなくサービス中心の体系を（どこに住むかとセットでなく、その人に必要な支援が得られること）

・事業（支援側）ではなく、利用者個人を中心にした支援の仕組み

・「親なき後」ではなく、親が元気な内から（社会サービスを使い）自立できるシステムや負担の仕組み

　この間の財源問題先行の議論に目を奪われがちだが、歴史と理念をふまえた議論、検討が繰り広げられることを期待したい。

【資料３-1､-2】＝障がい者制度改革推進会議・第一次意見概要、地域生活関連抜粋
【資料４】＝総合福祉部会　スケジュール

【資料５】＝総合福祉部会　当面の課題

【資料６-1、-2】＝総合福祉部会　論点表より抜粋

【資料７】＝障害者権利条約　地域生活関連資料
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